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霞ヶ浦 -北浦 -鹿島灘を連携した
利根川下流放水路の検討
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Abstract

 The lower Tone River split the Edo River in Sekiyado holds a few major facilities 
purposed for flood control, but also holds non-levee zone in the downstream. In 
addition, there are increasing tendencies of flood discharge at current flood times than 
the designed one. Of course, new effective countermeasures are planned, but some 
difficulties actually exist for various reasons. So we examined a new floodway 
conception considered historical situations of the Tone River basin and based on 
expected economical losses analysis between the lower Tone and the Edo River. The 
floodway divides into 3 routes via the Lake Kasumigaura and Kitaura, which starts 
from around Sawara and flows into the Kashimanada Coast. As a result, the peak flood 
discharge is reduced of the river and both lake regions are safe under the appropriate 
condition.
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１．はじめに
　関宿において江戸川を分派した利根川本川下流
（以下，本川下流）の洪水調節に直接関与する主な
治水施設は，鬼怒川合流部に設置されている菅
生・田中調節池に現在越流堤の建設が進行してい
る稲戸井調節池を加えた調節池群，布川下流を起
点に印旛沼を経由し東京湾へ注ぐ放水路があげら
れる１）（図１）。むろん，鬼怒川のダム群や小貝川
の母子島遊水地，あるいは関宿より上流域のダム
群や渡良瀬遊水地など，陰陽に本川下流の治水に
寄与している治水施設は数多くある。しかしなが
ら，必ずしもこれら全てが所期の効果を発揮でき
るような整備がなされているとは限らず，経済
的・環境的理由などにより計画が実現しづらい場
合や，過去にも計画上優れた治水施設が白紙・中
止となった事例も多い。本川下流については，利
根川放水路や，上記の印旛沼経由の放水路がこの

一例といえる。両放水路とも，ルート上の都市化
による用地取得の難化，後者については印旛沼周
辺の内水問題や環境的な問題などが主な原因であ
る。また，本川下流では利根川河口堰下流を中心
に無堤区間も存置されており，平成１４年などには
浸水被害が生じている。一方，江戸川は江戸川放
水路が大正８年に完成し，堤高はともかく築堤が
完了し，現在は本川の栗橋地点の右岸から首都圏
側の江戸川右岸堤防が強化される計画が実施され
ている。なお，スーパー堤防は本川下流，江戸川
ともに未完成のままである。
　また，現在の計画高水流量の配分は関宿下流で
本川下流が６割，江戸川が４割であるのに対し，
近年の主な出水時には本川下流が８割程度と計画
より多くなっている２）。これは利根川東遷事業
と，天明３年の浅間山噴火や足尾鉱毒事件の影響
が複雑に絡みあった経緯のもとに設置された江戸
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図１　本論文に関連する主要箇所の位置
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川流頭部の「棒出し」，またその撤去後，江戸川側
にのみ設置され昭和初頭から現在まで続く低水用
の水閘門３） などの影響で，江戸川への相対的な流
入量が制限されてきたことに加え，本川下流にお
ける江戸川に比べて相対的に大きな河床低下にも
一因がある。
　したがって，本川下流は江戸川側に比べ治水整
備の進捗度が遅い上，洪水が流入しやすくなって
いる状況にあるといえる。しかしながら，江戸川
右岸の破堤氾濫は，荒川の氾濫とともに，国家運
営に大きな支障をきたすほど首都東京に深刻なダ
メージを与えかねないもの４） であり，即座に関宿
地点に洪水分流施設を設置することは社会的要請
上，容易ではないものと考えられる。
　そこで，本研究ではこのような現状を踏まえ，
洪水氾濫の頻度と被害額に関する期待被害額の概
念を導入し，本川下流において特段の治水施設の
建設が無意味ではないことを示し，江戸川との分
派問題，すなわち首都圏側の治水安全度の維持に
ついても配慮しながら，かつての鹿島掘割計画や
霞ヶ浦放水路計画など，歴史的な経過も重視した
「利根川 -霞ヶ浦 -北浦 -鹿島灘を連携した新し
い放水路計画」（以下，利根川下流放水路）を提案
し，利根川の流域治水の方向性について検討する
ことを目的とする。

２．鹿島掘割と霞ヶ浦放水路計画
　本稿で検討する利根川下流放水路は，かつて計
画（ただし，一部は実施された後に廃止）されて
いた鹿島掘割や霞ヶ浦放水路計画３， ５-８） の内容を参
考としている。なお，関連する主要地点などは，
適宜図１を参照されたい。
　文政年代，利根川は天明３年の浅間山の噴火に
よる河床上昇が著しく，関宿下流の本川では銚子
の河口以外に河川水の吐け口がなく，北浦の洪水
が利根川へ吐けづらく，北浦上流沿岸ではしばし
ば湛水が生じていた。この解消のため，北浦から
鹿島灘へ計画された放水路が鹿島掘割である。こ
れは明治５年にほぼ完成したが，河床勾配が緩
く，放水路としての能力は小さいものであり６，７），
同年暴風雨により河口閉塞し廃川となるが，明治

４３年の洪水時にはこれを通じて北浦の水位を低下
させており，一定の効果が認められる。鹿島掘割
は堀割川として，現在もその一部が残されてい
る。
　昭和１４年，利根川改修改定計画のもと，霞ヶ浦
から与田浦，市和田浦，外浪逆浦，北浦を通り，
堀割川を拡張して霞ヶ浦と北浦の洪水を鹿島灘へ
放水する計画が立案される。これが霞ヶ浦放水路
計画である。このとき堀割川から鹿島灘へは 
１， ５００m３/s放水する計画であったが，戦争下の事
情により進展は見なかった。戦後，この計画は河
口維持と工事の問題により，北利根川と常陸川を
改修し，常陸川へ逆水門（常陸川水門）を設置す
る計画，すなわち霞ヶ浦放水路改修計画となる。
　末松９） は，霞ヶ浦の高水位低下計画として，北
利根川および常陸川の浚渫・拡築を合わせて堀割
川を開削する霞ヶ浦新放水路案を検討している。
これは北利根川・常陸川をそれぞれ２４０m，２８０m
の川幅で拡幅し，浚渫を行えば，霞ヶ浦の高水位
を上昇させない可能性があるとし，その上に堀割
川を開削して，鹿島灘へ通じる放水路について検
討を行っており，水位低減効果を示している。
　このように，霞ヶ浦・北浦の高水問題に対して
は，維持・管理や社会情勢の問題があったものの，
これらの放水路計画によって一定の効果が見込ま
れていたものと考えられる。詳しくは後述する
が，本研究で検討する新放水路は，放水路による
このような霞ヶ浦・北浦の水位低下分の容量を調
節池のように活用し，本川下流の洪水を流入さ
せ，佐原以下の治水安全度を高めようとするもの
である。これは利根川放水路や印旛沼経由の放水
路といった東京湾側への放水路ルートに比べて，
都市部が少なく，放水路の純延長が短いという特
徴を有しているものである（図５，表１参照）。

３．洪水氾濫による期待被害額の概算
　江戸川，特に右岸東京側での破堤氾濫の被害
は，本川下流での被害をはるかにしのぐものであ
る一方で，本川下流は江戸川よりも洪水が流入し
やすくなっており，氾濫を起こしやすい可能性が
ある。ここでは，氾濫頻度と被害額を乗じた期待
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被害額を概算し，本川下流と江戸川と比較し，本
川下流へ治水整備を行う客観的意義を示す。

３．１　洪水流入確率の算定
　ここでは，関宿直下流において，本川下流と江
戸川の年最大流量から計画規模の洪水流量がどの
程度の超過確率で流入するかを求める。年最大流
量は流量年表から求め，対象観測所は本川下流が
北関宿，江戸川が西関宿である。ただし，観測期
間の違いや欠測値の補間するため，分派点直上流
の利根関宿とその上流の栗橋の観測値も必要に応
じて参考とする。図１と図２にそれぞれの観測所
位置と年最大流量を示す。
　流量年表は現在入手できる平成１６年までのもの
を用いる。年最大流量の観測期間は，北関宿では
昭和４６年から，西関宿では昭和２８年から行われて
おり，北関宿では平成９年と平成１６年に欠測があ
る。以下では，この観測期間の長短に応じた解析
を試みる。以下，プロッティングポジションはカ
ナン公式を用い，確率分布関数は複数の式に当て
はめた結果，全体的に適合度がよく，各分布の折
衷的な分布を示した一般化極値分布（以下，
GEV）を用いて検討を行う。プロッティングポジ
ションと確率分布関数の適合度評価は，宝・高棹
のSLSC基準１０） を基本的に用いているが，葛葉１１）

が示す観測期間に応じたSLSCの評価基準（以下，
新SLSC基準）を適用した。

（１）観測期間の短い北関宿に合わせた解析
　北関宿では平成１６年に欠測があるため，ここで
は昭和４６年から平成１５年までの３３年の解析期間と
する。平成９年の欠測値は，利根関宿流量から西
関宿流量を差し引いた流量と北関宿の相関関係か
ら線形補間した。
　SLSCは，本川下流で０． ０３５，江戸川で０． ０２２で
あり，葛葉１１） が推奨するSLSCの分位値は１５％か
２０％であり，このときサンプル数３３，正規分布，
カナン公式を仮定した場合の新SLSC基準は０． ０４
程度であり，両者ともこれを満たしており，
GEVの使用は問題ないと思われる。
　その結果，本川下流，江戸川の分派直後の計画
高水流量１０， ５００m３/s，７， ０００m３/sはそれぞれ９７年
確率，１６， ８８７年確率で流入することとなり，本川
下流の計画規模洪水流入頻度は，江戸川の１７０倍
程度となった。なお，これらの流量は基本高水流
量に相当しているものでないことに留意された
い。図３ （a）に流量の確率分布の様子を示す。
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図３　年最大流量の確率分布図２　年最大流量
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（２）観測期間の長い西関宿に合わせた解析
　ここでは，西関宿で５２年分の観測期間があるこ
とに着目し，北関宿で足りない１９年間分を補外
し，解析を行うことを試みる。利根関宿では観測
期間が５２年分に満たないため，栗橋流量から西関
宿流量を差し引いた流量と北関宿で観測が行われ
ている期間の流量の相関関係を確認し，線形近似
により内外挿し，北関宿流量を推定した。
　サンプル数５２における新SLSC基準は，（１）と
同様の仮定を置いた場合には０． ０３３程度１１） であり，
SLSCは本川下流で０． ０３８，江戸川で０． ０２８となっ
た。ここで，本川下流で新SLSC基準を満たして
おらず，これは解析期間の多くが推定値であるこ
とにも起因していると考えられるが，他の分布式
でも適合度が悪いため，ここではGEVを適用し，
検討を行うこととする。
　この結果，本川下流では１０， ５００m３/s：１１２年確
率，江戸川では７， ０００m３/s：２， ２７３年確率であり，
本川下流の計画規模洪水流入頻度は，江戸川の２０
倍程度となった。図３ （b）に流量の確率分布の様
子を示す。

３．２　氾濫被害額の算定
　ここでは，計画規模の洪水氾濫による被害が，
本川下流（千葉県側）と江戸川右岸（埼玉県・東
京都側）でどの程度になるかを算出する。このと
き，中央防災会議４） がカスリン台風（昭和２２年）
再来時を想定した栗橋付近での洪水氾濫条件
（ピーク氾濫流量 ８， ７００m３/s，総氾濫ボリューム
５．２億m３） を参考にし，本川下流と江戸川でそれ
ぞれ計画洪水分派率によってこの氾濫規模を按分
して与えた。すなわち，ピーク氾濫流量は本川下
流で５， ２２０m３/s，江戸川で３， ４８０m３/s，総氾濫ボ
リュームはそれぞれ３． １２億m３，２． ０８億m３である。
実際には堤防強度などに差異があるため，これら
を勘案した上で森・高木１２） のように破堤確率を考
慮する必要があるが，堤体に関する情報が不足し
ており，ここでは概算であるためこのように処理
した。氾濫流量ハイドログラフは，越流と同時に
瞬間的に破堤した状況を想定し，実際は内外水位
に応じた波形を取るべきであるが，ここでは単峰

三角形波形に近似した。このとき氾濫継続時間
は，約３３時間となる。ただし，数値計算上急激な
流入を緩和するため，ピーク氾濫流量は，氾濫開
始から約 ３． ３ 時間（氾濫継続時間の１ /１０時間）経
過した後に発生させた。
　破堤地点は，本川下流では手賀川合流部の直下流
から利根川河口堰までの５０km，江戸川は関宿から
江戸川放水路起点までの５０kmのそれぞれの有堤区
間（スーパー堤防既設箇所は除く）で，約１０kmピッ
チで６点ずつ設けた。なお，本川下流の印旛沼経由
の放水路による洪水減少分は見込まないものとし
た。氾濫解析は２次元不定流モデルを用い，平成１８
年度の国土数値情報の土地利用を参考に粗度係数を
定め，５００mメッシュで計算を行った。
　氾濫被害額の算定は，問題点もいくつか指摘さ
れている１１-１４） が，ここでは概算のため治水経済調
査マニュアル（案）１５）によるものとした。本マニュ
アルの大略によれば，浸水の程度に応じた家屋や
公共土木施設，農作物被害など土地利用形態別の
各種資産の直接・間接の被害率に，資産評価単価
と，適宜湛水面積や人口などを乗じることで，洪
水氾濫被害額が算出される。現在国土数値情報よ
り入手できる土地利用データは，平成１８年のもの
が最新版であるため，被害額算定に関する諸元
は，基本的には発刊年に差のない本マニュアルの
記載に従うものとした。図４に各破堤地点からの
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計算された最大湛水深の包絡図を示す。
　この結果，本川下流側の被害額は最大約１．５兆
円，最小約０．６兆円，平均０．９兆円，江戸川側では
最大約１６．４兆円，最小約１４．２兆円，平均約１５．０兆
円で，最大被害額で１１倍程度，最小で２４倍程度，
平均で１６倍程度江戸川側の方が被害の大きいこと
が示された。ただし，当該マニュアルに従う限
り，たとえば家屋被害などにおいては，浸水深が
３m以上では被害率が一定となるため，図４の
本川下流側に見られるように３mを大きく上回
る家屋浸水が現実に生じた場合，被害額以上に被
害が激甚化する可能性も示唆される。

３．３　期待被害額の算定
　以上より，計画規模洪水は，数１０倍～２００倍程
度の確率で本川下流の方が江戸川よりも流入しや
すく，計画規模洪水に起因する破堤氾濫被害額
は，本川下流側で江戸川側の１５分の１程度となっ
ている。したがって，本川下流側の洪水氾濫期待
被害額は首都圏側と同程度以上となり，本川下流
側に特段の治水策を講ずることは無意味でないも
のと考えられる。しかし先述したように，現状の
江戸川分派比率では，首都圏側の相対的な安全度
が高められている上，破堤氾濫が生じる頻度は少
ないものの，一回の氾濫被害額の大きさを鑑みる
と，関宿地点において本川下流への洪水流入量を
抑制し，江戸川への流入量を増大させる方法は今
のところ現実的ではないと思われるため，この分
派構造を保持した形で本川下流の治水対策を検討
しておくことに一定の意義はあるものと考える。

４．新放水路の検討
　ここでは，鹿島掘割や霞ヶ浦放水路計画を参考
に，本川下流の佐原地先を起点とする霞ヶ浦−北
浦−鹿島灘を連携した新放水路について検討を行
う。堀割川は鹿島港において放水されていたが，
現在の鹿島港は重要な港湾として運用がなされて
いるため，本検討ではその北部に放水することと
する。放水路ルートは距離，土地利用などを勘案
して，図５のように定めた。また，表１に放水路
諸元を示す。

　水路勾配は放水路起点の計画高水位Y.P. 
＋５． ３２８mや霞ヶ浦・北浦の計画高水位Y.P. 
＋２． ８５m，また放水先の潮位をY.P.＋２．０ mとし
たときの水面勾配に平行になるように定めた。こ
の潮位は茨城県側の利根川計画高潮位Y.P.＋２． １４m
に近いものであり，放水計算の下流端水位として
一定値を与えており，放水条件を厳しく規定した
ものである。各ルートの始点標高は，地盤標高か
ら２m下げた値を用いている。水路幅は，末松９）の
検討結果を参考に矩形で３００mとし，粗度は開削水
路相当とした。図６に放水路の縦断図を，図７に
切土量および矩形断面に平均化したときの単位幅
築堤量を示す。これより，当該放水路では，堤防
断面の平均幅１０mの場合でも，築堤量より切土
量が１オーダー程度大きいことがわかる。築堤に
はこの切土を用いればよく，残土は本川最下流部
の無堤部の築堤などに転用できよう。
　放水路および湖内流動の計算は，　２次元不定流

２６２ 

図５　放水路位置図

表１　放水路諸元

C-C’B-B’A-A’ルート
４．４７．５４．７延長［km］

約１/５，１７６０約１/１，８９７水路勾配

−０．１５０１−０．１５９８−０．１３３４始点地盤高
［Y.P. m］

−１．０００１−０．１５９８−２．６１１４終点地盤高
［Y.P. m］

３００３００３００水路幅［m］

０．０２５０．０２５０．０２５粗度係数
［s /m１/ ３］
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モデルを用いた。河道の計算には後述する規模の
洪水流量ハイドログラフを与え，放水路起点の水
位−流量曲線（平成１３年河川局作成）に当てはめ，
放水前後の流況変化を見積もる。洪水流量は，放
水条件を厳しくするため，　５日間の洪水継続時間
をもつ単峰二等辺三角形波形とした。基底流量は

当該地点の平均的な年平均流量として２５０m３/sを
与えた。両者の接続は横越流公式１６） を用いた。
霞ヶ浦・北浦の粗度は０． ０３５s/m１/３とし，湖底標高
は１ /２５， ０００地形図の等水深線より１００mメッシュ
に補間して作成した。

４．１　湖水位の事前低下
　霞ヶ浦・北浦の水位が高い場合には，本川下流
洪水を両湖に放水することは難しく，これによっ
て計画高水位Y.P.＋２． ８５mを超えることは特に許
されない。そこで，両湖の計画高水位状態を想定
して，B-B’およびC-C’ルートから事前に鹿島灘
へ放水し，事前に湖水位を低下させておくことを
考える。ここでは，本川下流洪水が５日前に予測
可能であることを前提とする。Y.P.＋２． ８５m時の両
湖の総湛水量は約１１．３億m３（霞ヶ浦：約９．４億m３，
北浦：約１．９億m３）で，図８に示すごとく，放水
により５日間で約１．５億m３の空き容量を得てお
り，これが利根川下流放水路の調節容量となる。
したがって，この間の平均放水流量は約３５０m３/s
であり，鹿島灘への排水路となるC-C’ルートの
最大放水流量は約９５０m３/sであった。この流量
は，C-C’ ルートの放水能の目安となろう。図８を
見ると，鹿島灘へ直接排水できる北浦が最初急激
に減水しているが，北浦の水位低下ともに霞ヶ浦
からの流入が多くなり，減水の程度が小さくなっ
ている。これに対し，霞ヶ浦は時間にほぼ比例し
て，一定の割合で排水していることが特徴であ
る。

２６３

図６　放水路縦断図

図７　切土量および単位幅築堤量
（矩形断面に平均化）

図８　放水路（B-B’ とC-C’）による湖湛水量の
低下
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４．２　本川下流洪水流量の低減効果
（１）計画高水流量（９， ５００m３/s）に対して
　湖水の事前放水により創出された空き容量を用
い，本川下流佐原地点の計画高水流量９， ５００m３/s
に対するピークカット効果を検討する。ただし，
これに対応するピーク水位は当該地点の計画高水
位ではなく，平成１３年時点の河道整備状況にもと
づく水位Y.P.＋６． ４４４mである。
　放水路起点A地点における放水路敷高は本川下
流からの放水によって，両湖の水位が局所的にで
もY.P.＋２． ８５mを超えない高さまで，Y.P.＋２． ８５m
から１０cmピッチで増加させて決定した。この結
果，放水路敷高はY.P.＋３． ７５mが上記条件を満たし
た。図９にこのときの湖の湛水量の変化を示す。今
後河道整備が進み，洪水流下時の河道水位が下がれ
ば，湖への流入量は抑制できることとなる。この放
水路により，河道のピーク流量を約２， ０５５m３/s，
ピーク水位を約１． ０５９mそれぞれ低減させること
が可能となった．ただし，本ケースの検討条件下
では，北浦におけるピーク湛水時でも，満水まで
２， ０００万m３程度の余裕が認められる（図９）。ま
た，ここでのC-C’ ルートの最大放水流量は約
４８７m３/sで，当該ルートの放水能の目安である約
９５０m３/sの半分程度であり，当該ルートの放水能
にも余裕がある。したがって，B-B’ ルートを急勾
配にしたり拡幅するなどして，霞ヶ浦から北浦へ
の流水の疎通を向上させ，北浦の容量とC-C’
 ルートの放水能をさらに活用できれば，洪水ピー
ク流量・水位をより低減できる可能性がある。

（２）計画高水流量の超過洪水（１０， ５００m３/s）に
対して

　ここでは，印旛沼経由の放水路による洪水調節
量１， ０００m３/sを見込めない場合，この超過分に対し
て新放水路が有効であるかどうかについて検討す
る。すなわちピーク流量は１０， ５００m３/s（水位はY.P.
＋６． ９１７m）となり，これに対しては，霞ヶ浦で全
体的に３０cm程度計画高水位を上回る時間が出現し
たが，このとき河道のピーク流量を２， ６２０m３/s程
度，ピーク水位を１． ２９７m程度低減させており，
C-C’ ルートからの最大放水流量は約６３７m３/sで
あった。両湖の水位がY.P.＋２． ８５mを上回ったと
き，本川下流からの放水を止められるものとすれ
ば，全くピークカットができない結果となり，
C-C’ ルートからの最大放水流量は約４３７m３/sで
あった。
　超過洪水まで念頭におく場合，河道整備によっ
て水位を下げることを基本に，放水路起点におい
て人為的なゲート操作が要求される可能性があ
る。ただし，越流堤天端上への可動堰設置などに
より，比較的容易に調節池の治水容量の高度利用
がはかれる可能性１７， １８） もある。また，ここで検討
したいずれのC-C’ ルートの最大放水流量にも，
当該ルートの放水能の目安である９５０m３/sに対し
て余裕があるため，霞ヶ浦からC-C’ ルートへ直
接ポンプ排水することで，超過洪水にも対応でき
る可能性があると考える。

４．３　考察
　以上より，新放水路は，佐原下流の治水に対し
ては一定の効果を与えることが認められたが，江
戸川分派点から佐原地点までの約８０kmの区間に
ついては，放水路による下流水位低下に伴う当該
区間の水位低下を見込めるものの，直接的な寄与
をしてはいない。しかし新放水路を前提にすれ
ば，首都圏側の治水安全度をある程度現状のまま
据えおくことができるため，上流域の治水整備の
推進と併せ，この区間の治水対策を優先させるこ
とで，流域治水上のバランスも保てるものと考え
る。
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図９　本川下流からの放水による湖湛水量の変化
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５．おわりに
　本稿では，江戸川と比べ相対的に治水整備の遅
れる利根本川下流に，特段の治水対策を講ずる意
義を客観的根拠にもとづいて示し，歴史的経緯を
参考とした本川下流の新放水路を提案し，治水上
の有効性を示した。以下に得られた知見を示す。
・水文統計解析により，本川下流および江戸川分
派後の計画規模洪水流入頻度を明らかにした。
本川下流と江戸川の洪水分派問題は，利根川治
水計画上の要点のひとつであり，本川下流で
は，江戸川よりも数１０倍～２００倍程度の確率で
洪水流入しやすくなっていることを示唆した。
・洪水氾濫解析により，計画規模洪水に起因する
洪水氾濫被害額を推算し，上記の洪水流入頻度
とこれを乗じた洪水氾濫期待被害額を算出し
た。その結果，本川下流側と首都圏側で期待被
害額に遜色のないことを示唆し，相対的に治水
整備の遅れていた本川下流側に特段の治水策を
講じる意義を客観的に示した。すなわち，利根
川治水計画上従来考慮されてこなかった点につ
いて，ここではじめて指摘をしたものである。
・本川下流側の治水対策として，佐原地先を起点
とし，本川−霞ヶ浦−北浦−鹿島灘を連携した
新放水路を検討した。その結果，放水に厳しい
条件下においても，佐原地点における計画規模
の洪水に対してピーク流量を２， ０００m３/s以上，
ピーク水位を１m以上カットし，また，ある
程度の超過洪水にも有効となる可能性を示唆し
た。
　ただし，本稿では新放水路の平面計画を考察し
たに過ぎず，今後は新沢・岡本１９） が鬼怒川からの
新規水利開発案に関連して検討したように，放水
に伴う霞ヶ浦や北浦の水質変化予測，漁業などへ
の影響，維持・管理やコスト，合意形成，既存イ
ンフラへの影響，場合によっては下流水利権への
影響などについて検討を加えていく予定である。
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